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１ 問題意識
現在の環境問題は、従来の限定された地域における、特定有害物質の排
出による健康への影響という公害問題から、より広範囲なエリア、地球規
模での長期的な影響という地球環境問題へとその性質を変えてきている。
個々人のライフスタイルの環境負荷をどのように低減していくのか、社会
全体のあり方が議論されなければならなくなってきているのである。それ
に伴い、公害問題が中心であった時代では事業者の排出規制というエンド
パイプ対策が中心であったのが、より総合的・統合的な視点で、製品のラ
イフサイクルを通じて、環境負荷を全体として低減していく政策のあり方
が模索されている。対策手法だけでみても、法律による規制的手法だけで
なく、事業者の自主的取り組みを促進するための手法、経済的手法、情報
を活用した手法など様々な手法をミックスするポリシーミックス的アプロ
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ーチが活用されてきて
(１)
いる。そうした中、2001年のOECDガイダンスマ
ニュアルで示された拡大生産者責任（Extended Producer Responsibility：
以下 EPR）は、新しい環境政策において重要な１つの手法を提示したもの
である。EPRの定義は後述するが、廃棄物処理責任に関する事業者の責
任を拡大するものである。
EPR概念がOECDで議論されガイダンスマニュアルとしてまとめられ
たことを受け、OECD加盟各国では容器包装廃棄物、廃自動車、廃家電、
廃バッテリー等の施策に EPR概念が取り入れられていった。わが国で
も、容器包装リサイクル法が EPR概念を取り入れた最初の法律とされ、
その後の2006年改正における役割分担の見直しの議論においても EPRの
適用のありかたが議論された。
しかし、OECDガイダンスマニュアルが発行されてから10年以上が経
過し、その間に各国で EPRの目的、果たすべき機能も製品・廃棄物ごと
に変化してきている。EUでは、廃棄物政策がより総合的な製品政策とリ
ンクするようになり、サプライチェーンを通じての情報流通、製品設計の
あり方にかかわる政策が策定されるようになってきた。こうした中、わが
国においても、EPRとして事業者が果たすべき役割についても、新しい
視点からの議論が必要になってきているのではないだろうか。筆者は、製
品寿命が短く、製品設計の変更の余地が、廃家電や廃自動車よりも少ない
容器包装廃棄物においては、EPRとして事業者が負担すべき責任として、
消費者への情報提供、サプライチェーン全体を通じての情報提供が、新た
な事業者責任として重要になってきていると考える。従来、EPRにおい
ては、物理的責任、金銭的責任のみが議論されていたが、環境に配慮した
製品設計（Design for Environment:以下 DfE）や発生抑制への効果が限定
的な製品においては、発生抑制を促進するために、事業者の情報提供、消
費者の行動変容を促進するような普及啓発活動等の費用負担こそが EPR
(１) 拙稿（2004）「我が国の環境リスク情報公開およびその活用に向けての制度的
検討：米国制度との比較法的観点からの考察」関東学院法学、13（４）、p.1-45
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として議論されなければならないのではないだろうか。地球規模の食糧不
足、水不足、近年のレア・アース問題など、地球上の限られた資源をどの
ように人類で配分していくかが大きな議論となってくる。そうした中、
「廃棄物」も、従来の「不要物」から貴重な「潜在的資源」として見直さ
なければならなくなってきている。有限な資源を、より効率的に利用する
ためには上流から下流まですべての関係者の間で情報共有することが何よ
りも重要であり、その中でも特に製品についての情報を有している事業者
からの情報提供が必要になってくる。
一方で、EPR議論というだけで事業者は新たな負担増加の議論として
敬遠する傾向があるが、フランスやベルギーでは、むしろリサイクルシス
テムにおける事業者のイニシアティブを可能ならしめるものとして捉えら
れていることも指摘しておきたい。フランスにおいてもベルギーにおいて
も、分別収集における住民への普及啓発活動費用を事業者組織が積極的に
担っている。わが国においても事業者は EPRのそうした積極的意義を理
解し、何ができるか検討していくことが必要であろう。また、自治体にお
いても、住民と密着し長い経験がある分野でどの分野を事業者に委ねるこ
とが妥当なのか、事業者が得意として自治体が知識等が不十分な分野で事
業者に主導的に役割を担ってもらえるのは何か、そうした観点から事業者
に向けての提案を行うような姿勢が必要なのではないか。EPRは、サプ
ライチェーン全体で関係者が、それぞれの役割を果たす分担責任の中で議
論されるものであり、特定の者に負担を強いるという発想で議論すべきで
はない。社会コストを全体的に低減しつつ環境負荷を低減していくため
に、関係者が各々の得意な分野を効率的に進めるための役割分担をより円
滑に行っていくための手法の一つである。こうした認識の下で、今、どの
ような EPRがわが国の容器包装廃棄物において必要なのかの議論がなさ
れるべきであろう。
本稿では、EPRの議論が、費用負担、責任の押し付け合いから、製品
のサプライチェーンを通じて、各主体が得意分野で責任を果たすことによ
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って、消費者を巻き込んだ3R政策が促進される、そうした建設的な議論
へと変化するための一助となることを願っての問題提起をしていきたい。
２ 拡大生産者責任（EPR）概念の発展
2．1 EPRとは
EPR概念は、1991年にスウェーデン・ルンド大学のトーマス・リンク
ヴィスト（Thomas Lindhquvist）らによって初めて提唱さ
(２)
れた。リンクヴ
ィストの定義によれば、EPRとは、「製品の製造業者の責任を、製品のラ
イフサイクルのさまざまな部分、特に、製品の引き取り、リサイクル及び
最終処理の部分に拡大することにより、製品システムのライフサイクル全
体の環境面での向上を促進するための政策原則」である。
家庭から排出される廃棄物については、世界各国どの国においても基本
的には収集・処分は地方自治体の責任とされ、そのコストは税金や家庭ま
たは事業者への課金によって賄われている。EPR概念はこの一般廃棄物
の収集・処分責任の一部を地方自治体から事業者へ移すものである。わが
国においては、1995年に制定された日本の容器包装リサイクル法が、それ
まで市町村が責任を負っていた容器包装廃棄物の処理について、消費者に
分別排出、市町村に分別収集、事業者（容器の製造事業者・容器包装を用い
て中身の商品を販売する事業者）に再商品化（リサイクル）という新たな役
割分担を義務付けた。容器包装リサイクル法は EPRの考え方に基づき、
製造業者の使用済み品の引き取りとリサイクルの責任を規定した日本で最
初の法律である。その後、家電リサイクル法（1998年）、自動車リサイク
ル法（2000年）等が EPR概念を取り入れた法律として続くこととなった。
(２) 東條なお子（2006）「拡大生産者責任の考え方－トーマス・リンクヴィスト博
士（スウェーデン、ルンド大学国際環境産業経済研究所准教授）に聞く」、公共研
究（千葉大学公共研究センター）、 第３巻第１号。
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OECDで、EPR概念が議論されるようになった背景には、加盟諸国の
廃棄物および環境汚染の問題が従来の政策アプローチでは対応しきれない
ほど深刻化したことがある。製品の使用後段階に対する責任を生産者に課
すこと、すなわち EPRの考え方を新たに政策に取り入れることで問題を
解決しようと、1994年に「拡大生産者責任プロジェクト」が開始された。
検討の結果は2001年に「拡大生産者責任 政府のためのガイダンスマニュ
アル」（Extended Producer Responsibility A Guidance Manual  for
(３)
Governments）としてとりまとめられ、そこでは EPRは「製品に対する、
物理的および/または財政的な生産者責任を製品のライフサイクルにおい
て使用済み段階まで拡大すること」と定義されている。
本稿ではまず、現在OECD加盟国をはじめ多くの国で環境政策の基本
的な原則の１つとして取り入れられている EPRについて、OECDのガイ
ダンスマニュアル等に基づき概括する。なお、OECDのガイダンスマニ
ュアルは、廃棄物の減量化と資源の有効利用を目指し、各国に EPRの概
念を取り入れた政策やプログラムを立案する際の一連の選択肢を提示する
ことを目的とするものである。したがって、どのような製品を対象とし、
どのような手法で、誰がどう責任を分担するのかは、製品の性質に応じ
て、法律、規制から自主協定まで多様な手法を用い、各国の事情に応じて
柔軟に対応すべきだとしている。各国はそれぞれの国に見合った独自の
EPRアプローチを見いだすことが求められており、EPRの環境政策への
適用のあり方について特定の決まった形を示すものではないことは、
OECDの当初の議論から指摘されている点である。EPR概念は政策手法
の一つとして活用されるものであるが、環境政策に適用される他の多くの
(３) OECD（2001)“Extended Producer Responsibility A Guidance Manual for
 
Governments”,ISBN 9789264186002.
Lindhqvist,Thomas.(1998).What is Extended Producer Responsibility?In K.
Jonsson& T.Lindhqvist (eds.),Extended Producer Responsibility as a Policy
 
Instrument ? what is the Knowledge in the Scientific Community? (3-10).
AFRReport 212.Stockholm.Swedish Environmental Protection Agency.
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基本原則・概念と同様に絶対的な概念・基本原則として確立されたもので
はなく、各国の国情、政策、製品・廃棄物の特性によってもっとも最適な
活用が可能とされるものである。
2．2 OECDによる EPR概念の展開
(１) EPRの特徴
前述したルンド大学のトーマス・リンクヴィストらの定義および
OECDの EPRの定義からすると、EPR は、従来は地方自治体が担って
きた使用済み製品の処理または処分に関する責任を、生産者へと転嫁する
新たな政策アプローチである。
OECDのガイダンスマニュアルでは、EPRの特徴を、
① 使用後の製品に関する物理的責任および／または財政的責任を、全
体的にまたは部分的に地方自治体から上流の生産者に移す
② 製品の企画・設計において環境に対する配慮を組み込むインセンテ
ィブを生産者に与える
と整理している。①の物理的責任とは、使用済み製品の引き取り・リサイ
クルのトータルシステムの提供、リサイクル施設や技術の供与等、使用済
み製品に関する物理的なオペレーションについての生産者責任であり、財
政的責任とは製造した製品の使用済み段階での廃棄物の収集・選別・処理
コストの全部または一部を支払う生産者責任で
(４)
ある。②は適切な暗黙のシ
グナルを生産者に送ることで製品の最終処分に生じる環境の社会的コスト
（外部性）の相当部分を実質的に製品コストに組み入れるというものであ
り、この環境コストの内部化は、環境政策策定における重要なポイントの
(４) リンクヴィスト(1998)は、物理的責任および財政的責任の他に、製品に関する
情報提供（生産者の製品およびそのライフサイクルにおける諸段階に関する情報提
供）、製品を原因とする立証済みの環境又は安全上の損傷に関する特定的な責任、
および製品のライフサイクルを通じた製造業者の所有権の保持という3つの責任が
あると述べている。前掲脚注３ Lindhqvist,.(1998)
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１つである。
(２) EPR導入の目的
EPRの導入に際して何を最終的な目的、目標としうるかについては、
ガイダンスマニュアルの作成にあたり以下の４つが加盟国等から提案され
た。
①資源利用削減（天然資源および原材料の保全）
②廃棄物の発生抑制
③環境に配慮した製品設計（Design for Environment:DfE）
④持続可能な発展を促進するための原材料使用ループのクローズド化
このうち②廃棄物の発生抑制や③環境に配慮した製品設計（DfE）につ
いては、検討の過程において効果は期待できないとの批判も出されてお
り、何が最終目的であるかについては各国の廃棄物政策による裁量によっ
ている。各国が実施する廃棄物政策において設定される最終目的と目標に
は、EPRの内容、運用および結果に影響する様々な問題が考慮され、設
定されることになるであろう。具体的には、用語や範囲の定義、目標値や
割当量の設定、既存の法規則の役割やそれらとの関係の明確化等が含まれ
る。この４つの目標は、いずれも廃棄物政策においては重要なものであ
り、各国でどの項目を強調するかによって、システムの設計のあり方が異
なってくる。
(３) EPR政策プログラムの基本原則
ガイダンスマニュアルは、政府が効果的な EPR 政策プログラムを設
計・策定するための基本原則を①～?として挙げている。プログラム策定
においては、上流と下流を結ぶためのインセンティブを作ること、柔軟性
をもたせること、技術革新を促進するようなものであること、製品・廃棄
物の特性を考慮すべきものであること、EPRの政策の評価・分析方法を
確立すること等が挙げられているが、特に筆者は基本原則⑦、⑧、⑨、
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?、?で述べられているステークホルダー全体でのコミュニケーション促
進が様々な形で強調されている点に着目している。EPR政策を実施して
いくためには、サプライチェーンにおける情報共有を図り、透明性を確保
していくことが何より重要であることは、ガイダンスマニュアルでも触れ
られているのであるが、10年経過し製品のライフスタイル全体を考慮した
製品政策がすすめられていく中、ステークホルダー間での情報共有の重要
性はますます高まってきている。
表１ 基本
(５)
原則
① EPR政策およびプログラムは、より環境に安全なものにするために、設
計段階の上流部門に変化を組み込ませるという動機を生産者に提供するよ
うに設計すべきである。
② 生産者による実施にあたっては柔軟性をもたせ、結果を出すための手段で
はなく結果に焦点をあて、技術革新を奨励するような政策にすべきであ
る。
③ 政策ではライフサイクル手法を考慮して、環境影響の増加や製品連鎖内の
別の場所への移転を防ぐべきである。
④ 責任は明確に定義し、製品連鎖全体に亘る複数の行為者の存在によって弱
まらないようにすべきである。
⑤ 政策決定では、製品・製品分類・廃棄物のフローに関する特徴や特性を考
慮すべきである。製品の多様性や異なる特徴を考えると、一種類のプログ
ラムまたは手法を、全ての製品・製品分類・廃棄物のフローに適用するこ
とはできない。
⑥ 選択した政策手段は柔軟なものとし、全ての製品や廃棄物のフローに対し
て一つの政策を設定するのではなく、ケース・バイ・ケースで選択すべき
である。
⑦ 生産者責任を製品のライフサイクルへ拡大することは、製品連鎖全体にわ
たる行為者間のコミュニケーションを増大させる方法で行うべきである。
⑧ コミュニケーション戦略は、消費者を含めた製品連鎖の全ての行為者にプ
ログラムに関する情報を知らせて、彼らの支援と協力が得られるように考
案すべきである。
⑨ プログラムの受容性と有効性を高めるために、目標・目的・費用・便益な
(５) 前掲脚注３
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どを検討する利害関係者の協議会を実施すべきである。
? 地方自治体と協議して、その役割を明確にし、プログラム実施に関する助
言を得るべきである。
? 環境に関する国家の優先事項・目標・目的をいかに最高に満たすかという
点から、自主的ならびに義務的な取組の双方を考慮すべきである。
? EPR プログラムの包括的な分析を行うべきである（例えば、どの製品・
製品分類・廃棄物のフローが EPR に適しているか、現存（既販）製品を
含めるべきか否か、製品連鎖における各主体の役割など。）
? EPR プログラムが適切に機能にし、評価に対して柔軟に反応できるよう
に、EPR プログラムを定期的に評価すべきである。
? プログラムの立案・実施は、国内の経済的混乱を避け、環境的な便益が得
られるような方法で行うべきである。
? EPR 政策やプログラムの立案・実施過程においては、「透明性」を確保し
なければならない。
出典）OECD (2001)“Extended Producer Responsibility A Guidance Manual for Governments”,ISBN
9789264186002
(４) 各主体の役割分担
ガイダンスマニュアルでは、EPR 導入にあたっては、生産者、消費者、
国、地方自治体のそれぞれの役割が明確にされなければならない、とされ
ている。さらには、そもそも生産者とは誰のことを意味するかが議論にな
っている。ガイダンスマニュアルは、生産者を「材料の選択と製品の設計
に最大の支配力を持つ者」と定義し、具体的には、長寿命の製品に表示さ
れるブランドのオーナーである製造業者・輸入業者（ブランド・オーナー
が明確に特定できない場合には製造業者）、包装の利用事業者を生産者とし
ている。また、生産者は、専門的な技術的知識、製品知識、所有権情報な
ど製品関連情報を最も多く有する主体であり、それゆえに製品に関連して
生じる環境問題に対する責任も追うべきであると見なされている。DfE
が重要な目的とされれば、生産者とは製品設計が可能な者ということにな
ってくる。
各主体、すなわち生産者、消費者、政府、自治体のそれぞれに割り当て
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る責任については、最終責任、共有責任、配分責任という３つの責任モデ
ルが示されている。最終責任モデルとは、実際には責任は常に共有される
が、全体を統括する責任者（最終責任者）は必要であり、多くの場合、生
産者をこれに指定した責任モデルである。共有責任モデルには、地方自治
体と生産者の間で共有される責任モデルと、生産者と製品連鎖の一主体ま
たは複数の主体との間の協定モデルの２つがある。配分責任モデルとは、
製品連鎖内の各主体の役割に基づいて責任を配分するもので、特定の製
品、製品グループまたはセクターについてそれぞれの責任の役割と程度が
決定される。各々責任モデルのどれを採用するかは政府が選択し、モデル
に従って各主体に責任を割り当て、さらに生産者が負担する物理的責任お
よび財政的責任の範囲（全部あるいは部分的）が決定されることとなる。
繰り返しになるが、ガイダンスマニュアルにおいて EPRを導入したプロ
グラムの形は１つではなく、製品・廃棄物の特性や目的によっていくつか
の形態があることが示されている点は注意が必要である。実際に、例えば
英国では、EPRというよりも shared responsibility（分担責任）を強調
し、サプライチェーンを通じての責任分担を政策の基本としているのに対
して、ドイツでは EPRの事業者（容器製造事業者、充塡事業者）を強調し
ている等、国によっても責任分担のあり方が異なってきている。
(５) 費用負担
具体的なシステム設計にあたり、もっとも議論されるのがこの問題であ
る。廃棄物の収集および処理の費用負担に関しては、①誰がどこまで負担
するかという費用負担者とその範囲、②費用徴収のタイミング（前払い処
分料金か排出時徴収か）、③リサイクル費用を明示するかどうかが、議論の
ポイントとなっている。また、費用負担の方法には、①生産者が個別に負
担する方法と②共同で負担する方法がある。個別負担は環境に配慮した設
計のインセンティブが働き、各社独自のリサイクル意識が進むという利点
があり、また、共同負担は規模の小さい企業であっても拡大生産者責任に
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より課された目標を達成しやすくなるという利点がある。ガイダンスマニ
ュアルでは、こうした費用負担の詳細については論じておらず、各国の事
情に応じて検討、選択していくこととなる。製品・廃棄物特性に応じて費
用負担のあり方は異なってくることになるだろう。EUでは廃家電等につ
いては、個別の企業が設計変更についても影響をもちうることから、製品
設計―流通―廃棄―リサイクルのライフサイクル全体をブランドが管理す
ることが可能であるため個別責任に向かっているが、容器包装廃棄物のよ
うに、量が多く多くのブランドが混在する廃棄物においてはブランドの個
別責任は不可能であり、共同責任とならざるを得ない。
(６) 強制的アプローチか自発的アプロー
(６)
チか
EPR 導入については、通常、法律による規制を行う「強制的アプロー
チ」と自主的取り組みによる?自発的アプローチ」がある。どちらを採用す
るかがしばしば議論となるが、実際には両者を組み合わせた混合型のアプ
ローチとなるだろう。各国は、どちらのアプローチを相対的に重視するか
を政策策定の早い段階で決定しなければならないが、この選択は使用済み
製品の回収・リサイクルに対する社会的成熟度に依存するところが大き
く、さらに EPR 政策の最終目的や、国の環境政策における優先事項を考
慮して決定されている。どちらかといえば強制的アプローチに重点を置い
た政策が多いが、企業主導あるいは業界主導による自発的アプローチも
徐々に普及しつつある。
2．3 EPR評価分析の枠組み
OECDのガイダンスマニュアルの議論の時期と同じくして、日本や欧
州各国では容器包装廃棄物、廃自動車、廃家電と様々なリサイクル政策が
導入されていったが、こうした中2005年にOECDは EPR政策の費用便
(６) 参考：拙稿「地域環境リスク管理における市民参加・リスクコミュニケーショ
ン促進の比較法的研究」2004年度科研基盤研究（C）（研究課題番号16710029）
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益評価のための分析枠組みを公表して
(７)
いる。OECDの EPRプログラムの
費用対効果分析レポートによれば各国が EPR を取り入れた政策を促進す
る主な理由として、以下の３つが挙げられて
(８)
いる。
① 廃棄物管理総コストの削減
生産者が製品の使用済み廃棄物の管理コストを考慮するインセンティブ
を構築することで、廃棄物管理の総コスト（不適切な処分とその結果生じる
環境リスクも含む）を減少させようというものである。OECDでは、想定
外の廃棄物管理コスト発生への懸念が特定の製品に対する EPR 導入につ
ながった例や、使用済み段階で有害性や健康リスクを生じるおそれのある
製品をより適切に管理するために EPR を導入した政府もあるとしてい
る。
② 廃棄物管理当局の財政的負担の軽減
自治体およびその他の廃棄物管理当局の財政的負担の軽減を目指すもの
で、多くのOECD 加盟諸国で廃棄物の総量および１トン当たりの処理コ
ストが減少している。
③ 使用資源の減少
バージン原料が、外部費用も含め、枯渇性資源の希少価値と同様に抽
出・加工の総コストを反映し適切に価格付けされていれば、原材料の投入
量を減少させるように製品を設計し、リサイクル原材料をより多く使用す
ることが促進されるはずである。EPRプログラムが適切に設計されるこ
とで、社会的コストが発生する場合には、バージン原料の使用量が減少
(７) OECD (2005)“Analytical Framework for Evaluating the Costs and Bene-
fits of Extended Producer Responsibility Programmes”,ENV/EPOC/WGWPR
(2005)6/FINAL.
(８) 前掲脚注７
早法87巻３号（2012）322
し、リサイクル原材料の使用が増加することになる。
OECDの EPRプログラム費用対効果分析レポートは、加盟国に対して
より効果的な政策の実施を支援することを目的としたもので、前述したガ
イダンスマニュアルの基本原則?、?を実施したものである。ここでいう
効果的な政策の実施とは、経済的効率性と環境的効率性の両方を上げるこ
とを意味している。この両者は相反するものではなく同時に達成すること
が可能であり、また、政策を評価することにより、政策実施の実効性をあ
げるための有益な情報が得られるというメリットもある。筆者が2008年に
行ったOECD担当者に対するヒアリング調査では、「全てのリサイクルシ
ステムに EPRを適用する必要はない。したがって EPRを特別に適用す
る必要があるものはどれかを見極めなければならない。評価枠組みは各国
が EPR適用にあたり可能な限り現実的なアプローチを選択するためのサ
ポートツールである」として
(９)
いる。このレポートでは EPRの政策導入の
視点として興味深い課題をいくつも提示しており、わが国の廃棄物政策の
検証においても有用な視点であることから、以下にその概要を紹介してお
く。
(１) 評価の視点、手順
環境政策の費用対効果の定量的評価の手法には、シミュレーションなど
の事前評価と、経験の検討に基づく事後評価があり、この２つは補完的に
作用することもある。マニュアルではこのうち事後評価の枠組みとして、
環境負荷削減効果があるか、経済的効率性があるか、革新的な技術促進に
つながっているか等の７つの主要カテゴ
(10)
リーを提示している。これらの主
(９) 2008年３月、Nils Axel Braathen(OECD,National Policies Division,Envi-
ronment Directorate）へのヒアリング
(10) Stephen Smith, Hans B Vos (1997) The 1997OECD report Evaluating
 
Economic Instruments for Environmental Policy,OECD.
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要カテゴリーを考慮しながら評価する手順が表３である。
表２ 主要カテ
(11)
ゴリー
① 環境的有効性（環境負荷削減）
② 経済的効率性（廃棄物削減コストの効率化）
③ 管理コストおよびコンプライアンスコスト（資源使用削減など環境保全の
ための全経済的コスト）
④ 総収入（自治体等の費用削減による支出の減少）
⑤ 広範な経済効果（経済成長、雇用拡大等）
⑥ ?ソフト」効果（消費者の理解や行動に影響への影響効果）
⑦ ダイナミックな効果およびイノベーション（規制的手法と比較して様々な
効果がある）
表３ 評価
(12)
の手順
Ⅰ 基礎的意思決定：評価の目的の明確化、評価のベースラインの決定
Ⅱ コストと費用の識別：関連するコスト･便益を全て識別
Ⅲ コストと費用の定量化：主要コスト、便益データの収集が必要
Ⅳ 総合的判断：定量化データと定性的データを総合的に適正に評価
出典）OECD (2005) “Analytical Framework for Evaluating the Costs and Benefits of Extended
 
Producer Responsibility Programmes”,ENV/EPOC/WGWPR (2005)6/FINAL.
(２) 比較の目的
OECD費用対効果レポートは、各国が策定した EPR プログラムの評価
として以下の3つが中心的な問いとなる、としている。この報告書は、定
型的な評価方法や手法を確立するものではなく、あくまでも各国が自国の
EPRプログラムを評価する際に参考となる問いかけ、評価手順が示され
ている。実際にOECD加盟国でこの報告書の評価プログラムが使われた
例はいまだない。
① EPR実施前の廃棄物管理施策、または、不法投棄が存在する際に組
(11) 前掲脚注７
(12) 前掲脚注７
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織的な廃棄物管理がなされていない場合の廃棄物管理施策と、EPR
プログラムをどのように比較するか?
この場合、比較する要素として次のような項目があげられている。
? 生産者責任組織（Producer Responsibility Organization;PRO）が
負担する廃棄物の収集・処分コスト、および自治体の収集・処分
コストに対する PRO活動の影響
? EPRがより低コストの製品を設計するという生産者のインセン
ティブに影響することによる廃棄物発生量への効果
? 廃棄物の流れが変化することによる社会的便益（埋立・焼却によ
る外部性の減少、二次原材料をリサイクルすることによる温暖化ガス
に関する便益等）
② EPRプログラムと代替案をどのように比較するか?
類似の効果を得るための様々な方法を比較する場合、例えば、廃棄物
最小化、DfEインセンティブ、廃棄物処理コストといった視点があ
るとされている。廃棄物最小化では、生産者に耐用年数を過ぎた製品
を回収する責任を課す「製品回収」や、「前払い廃棄手数料」、「強制
的払戻保証金制度」リサイクルのインセンティブ、廃棄に対する逆イ
ンセンティブなどが代替案として考えられ、こうした代替案を通じて
の同一の成果を達成するためのコストを比較する。
③ 社会福祉を向上させるように EPR プログラムを修正することは可能
か? という視点も掲げられている。
(３) 定量的評価を行う項目、推計の信頼性、結果の評価
定量的評価の主要項目として以下が挙げられている。
目的 項目
廃棄物収集コストの正味影響 ・EPR廃棄物収集コスト
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・自治体の廃棄物収集コストの減少
廃棄物処理コストの正味影響 ・廃棄物処理に係る自治体の支出の減少
・EPR実施者による廃棄物処理コスト
外部性評価 ・埋立・焼却の減少に伴う外部コストの低減
・バージン原材料の抽出・加工の外部コストの減少
・不法投棄に関連する環境リスクの低下
その他の効果 ・DfEへの影響
・競争への影響
・その他の政策目的への波及効果
出典）OECD (2005)“Analytical Framework for Evaluating the Costs and Benefits of Extended
 
Producer Responsibility Programmes”,ENV/EPOC/WGWPR (2005)6/FINAL
こうした推計の信頼性を検討するために報告書では、EPRプログラム
の下での収集・廃棄コストに関するデータ、外部性を評価するための手
法、収集コスト、定量化されない効果、仮定的条件、ステイクホルダーの
取組み、ピアレビュー等についての情報が必要であるとしている。わが国
で、自治体の環境会計の導入が議論されているのも、こうした流れの中で
とらえることができる。
事後評価結果を解釈する時の論点としては、
? 正味の社会的便益（社会的便益と社会的コストの差は?）
? 仮定的条件（EPRと何を比較したか?）
? 代替政策（同じ目的の代替政策と比較してコスト的効果はあったのか、な
かったのか）
? EPRの厳密性（EPRプログラムによるリサイクル率の増減の変化に対し
て、どのような便益の変化があったと言えるか?）
等の項目が示されている。
さらに EPR評価にあたって今後強化すべき検討項目として、①川上コ
ストの処理、②汚染防止や環境リスク回避の定量化、③ DfE効果、④リ
サイクル率変化の限界コスト、⑤家庭コストの評価が挙げられている。ど
の国においても EPRを政策手法に導入していく際には、条件の違いを考
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慮しながら全ての関係者が利益を得るシステムを設計していく必要があ
る。そしてコストが発生する以上は、社会全体利益が得られる、すなわち
行政、企業、消費者、全ての関係者にとって利益が出るシステムでなけれ
ばならない。日本においてもまだ事業者、自治体のコストと社会的便益を
検討するための定量的評価が十分に行われているとは言えない状況である
が、EPRの適用には、実際にこうした評価枠組みを用いて評価し、さら
に評価の枠組みを精査していくことが不可欠であることを指摘しておきた
い。
３ 欧州の容器包装廃棄物政策と EPR
 
EPRは、1991年のドイツの容器包装廃棄物政令において最初に制度化
されたといわれる。以下では欧州の容器包装をはじめとする一連の廃棄物
政策と EPRの関係、また欧州各国の容器包装リサイクル制度において
EPRがどのように適用されているかを概説する。
EUの環境、廃棄物政策は、近年特に製品政策への移行を見せており、
製品情報に注目した環境管理が模索されている。日本では、廃棄物の回
収、リサイクルの費用負担の視点からのみ論じられる傾向が強い EPRだ
が、情報を活用した環境負荷の低減にどのように EPRを生かし得るか、
EUの取り組みが注目される。
3．1 EU環境政策における EPR
(１) 廃棄物
(13)
政策
EUで容器包装廃棄物
(14)
指令が採択されたのは1994年であった。これは、
先駆けて実施されていた1991年ドイツの容器包装廃棄物政令の動きをうけ
(13) 参考：拙稿（2011）「容器包装リサイクル法改正に向けての最初の検討―EU
諸国との比較から―」環境社会学研究、17号、p.35-52
(14) European Parliament and Council Directive94/62/EC
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たもので、EU域内で容器包装廃棄物の回収・リサイクルのシステム導入
をめざしたものである。指令では、加盟国に対して1996年６月30日まで
に、容器包装廃棄物のリカバリー・リサイクルに関する目標を設定するこ
と、および目標達成に必要な措置を講じる国内法の整備を求めていた。具
体的には、第６条で各国はターゲットを達成しなければならないこと、第
７条で EU各国は国内で回収リサイクルシステムを立ち上げなければなら
ないこと等が規定された。加盟各国は目標を達成するために、容器及び容
器廃棄物の返却、回収、リユースまたはリサイクルを含むリカバリーを実
施するための財政的なスキームや、エコデザインのスキームを、関連する
経済主体を巻き込んで構築することが求められた。この指令には、以下の
４つの原則が組み入れられていた。
①「補完性の原則」：欧州レベルでなく加盟国レベルで実施する
②廃棄物の発生抑制、リユース、リサイクル、埋め立て処分という優先順
位
③「自己責任の原則」、自分たちの廃棄物の処理は自分たちが処理する能
力をもつこと
④ EPR
容器包装廃棄物指令から始められた EPRを導入した EUの廃棄物政策
は、「優先的廃棄物の流れ（廃棄物ストリーム）」として、容器包装廃棄物、
電気電子機器、自動車、バッテリーを対象として展開されていった。容器
包装廃棄物指令に続き、廃自動車リサイクル指令（ELV指令、2000年）、
廃家電指令（WEEE指令、2002年）、バッテリー指令（2006年）が制定され
た。電気電子製品・自動車・バッテリーは、容器包装と比較して製品が複
雑なため、製品設計によって環境負荷を減らせる可能性が高い製品であ
る。このことは製造事業者がリサイクルに深く関わる必要性が強いことも
意味している。EPRの概念が、容器包装廃棄物政策で生まれ、電気電子
製品・自動車・バッテリーへと拡大していったことは多くの識者が指摘し
ているが、その拡大につれ、製品設計による影響をより大きく受ける方向
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になっていることにも留意が必要である。このため製品のデザインがリサ
イクルの効率化へとつながる廃棄物については、EPRは、共同責任（業
種毎に責任を負う）から個別責任（ブランド毎に責任を負う）へ変化させた
方が良いとする議論もある。逆に言えば、容器包装廃棄物については、廃
家電や廃自動車ほど製品の設計がリサイクルに大きく影響を及ぼすもので
はないため、個別責任への移行を他の廃棄物ほど考慮する必要がないとい
うことである。
こうした EUの廃棄物政策に関し、その基本原則を示し、包括的な事項
について規定している廃棄物枠組み指令は、1975年に制定（75/442/EEC）
されて以降何度も改正が行われている。2008年の改正（2008/
(15)
98/EC）で
は、第４条で優先順位を、発生抑制→再使用のための準備→リサイクル→
他のリカバリー（例：エネルギーリカバリー）→処分としつつも、加盟国政
府が最も好ましい全体的な環境負荷を実現する、優先順位とは異なるオプ
ションを選択する措置をとることができるとしている。また、第８条では
EPRについて以下のように規定された。
①加盟国は、廃棄物の発生抑制、再使用、リサイクルおよびその他のリカ
バリーを強化するため、製品の開発・製造・処理・販売・輸入を行う者
（生産者）に、拡大生産者責任を確保する立法的または非立法な措置を
実施できる。このような措置には、使用済み製品の引取、製品が廃棄物
になった後の管理とそれに関わる活動に対する財務的な責任等が含まれ
る。これには、製品がどの範囲で再使用可能またはリサイクル可能であ
るかについての公的に利用可能な情報の提供義務も含まれる。
②加盟国は、使用済み製品の処分・リカバリーが廃棄物の優先順位に基づ
き、人の健康と環境の保護を確保できるように、生産、製品、次の使用
までの環境負荷と廃棄物の発生削減に寄与する製品の設計を奨励するた
(15) http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2008:312:
0003:0030:en:PDF 当該訳は日本生産性本部喜多川和典氏のペットボトル協議会講
演?欧州のリサイクル産業の発展と日本のリサイクルの現状と課題」2012．１による。
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めに適切な措置をとることができる。
③拡大生産者責任を適用する際、加盟国は、EU内のマーケットが適切に
機能することを確保した上で、技術的な実現可能性と経済的な実現可能
性、さらには全体的な環境・人間の健康、社会への影響も合わせて考慮
しなければならない。
リングヴィストが1998年にその論文で指摘していた利用可能な情報の提
供義務が EPRの中に明記された点が、特に筆者にとっては興味深い。
（２) 製品政策
EPRの考え方が各国へ広がり、また多様な製品に拡大、浸透していく
のと並行して、EUでは2001年頃より統合製品政策（Integrated Product
 
Policy;IPP）が環境政策の１つの戦略となってきた。IPPは、製品のライ
フサイクル全体、つまり資源の獲得から、製造、販売、処分まで環境への
影響をできるだけ最小限に抑えようとするもので、欧州委員会で作り出さ
れ、評価された考え方である。この30年ほどの EU環境政策は、①エン
ド・オブ・パイプ型の対応より予防的措置を優先する、②固定発生源での
環境負荷の管理ではなく、製品関連政策を用いてライフサイクル全体を通
した環境問題に対応する、③従来のコマンド・アンド・コントロール型か
ら、規定によらない、目標指向型の政策手段に移行するという３つの傾向
に方向付けられてきたのだが、IPPはこうした動向の影響を受けた新し
いアプローチの代表例である。EPRが、製品の下流における事業者の役
割をもとめることにより上流と下流をつなごうとするものであるなら、
IPPはより上流をとりこみ製品自体に着目するものである。
従来の個別の排出規制から、川上の規制、さらにサプライチェーン全体
の管理、そして最終的には「製品規制」へという動きの背景には、大気、
水質、土壌等の個別の環境媒体への影響や人の健康への影響だけでなく、
地球温暖化も含め、より広い視点から環境負荷を低減していこうとする
と、「製品」に着目した政策になっていかざるをえない事情がある。EU
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では、製品そのもののサプライチェーンを管理し、製品そのものの製造プ
ロセスでの環境負荷を低減していく政策へのシフトに伴い、さらに個別の
規制（化学物質、廃棄物等）が統合される動きが見受けられる。
欧州委員会は2008年７月、「持続可能な消費と生産」、「持続可能な産業
政策」をキーワードに、これまでの製品に関する環境政策の枠組みを一段
と強化するアクションプランを発表している。この「持続可能な消費と生
産」行動計画（Sustainable Consumption and Production Action Plan;SCP）
は主に既存の指令・規則やイニシアチブをベースにしたもので、これらの
対象拡大や手続きの簡素化を進めるほか、既存の施策間に相乗効果を生み
だすことを狙いとしており、IPP、EMAS（Eco-Management and Audit
 
Scheme）、エコラベル、エネルギー使用製品に対するエコデザイン要求事
項の設定のための枠組み（Energy using Products:EuP）指令、廃棄物の抑
制とリサイクルに関するテーマ戦略など９つの既存施策が包含されるもの
となっている。
また、近年、物質や資源利用と廃棄物に関する政策の統合に重点をおい
て、持続可能な物質管理（Sustainable Materials Management;SMM）と
いう政策アプローチがOECDなどで議論されているが、EUでも、2010
年12月に欧州理事会が SMM 政策の推進を議決、2011年には欧州議会で
2020年に向けた資源効率の高い欧州に向けたフラグシップイニシアチブを
決議するなど取り組みが進んでいる。ここでは、地球全体で限られた資源
を有効に活用していくことが必要であり、そのために一次資源でなく二次
資源を優先的に使用していくことが提唱されている。資源政策と廃棄物政
策を融合するアプローチが示されているのである。SMM は物質チェーン
の断片的な政策をやめ、経済インセンティブを含め新しい市場メカニズム
により二次原料市場を発展させることで資源効率を改善し、効率性の高い
循環型社会の実現を目指すというもので、2011年のフラグシップイニシア
チブでは、廃棄物の埋立禁止規制を通して EPRを重視し、経済的および
法的な手法との「最適な組み合わせ」を実施するよう勧告するなど、製品
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のライフサイクルに注目した IPPから、さらに物質、資源のフローに踏
み込んだアプローチとなっている。
IPPや SMM のような政策アプローチにおいては、さまざまな側面で
「製品の情報」が重要となってきている。前述した廃棄物枠組み指令にお
いても、EPRに情報提供義務が含まれることが示されている。事業者か
ら消費者、あるいはサプライチェーンの下流まで情報を伝えるシステムを
さらに十分なものとするために、EUでは現在「消費者に製品の環境負荷
情報を与える」ための様々な政策手法（例えばラベル、カーボンフットプリ
ント）も検討されている。我が国において3Rの一層の促進に向けた EPR
のあり方を検討するうえで、こうした「製品政策における情報の重要性」
が一つのキーワードになってくるであろう。
3．2 ド
(16)
イツ
(１) DSDシステムの概要
EPRを最初に制度化したのは、1991年に制定されたドイツの容器包装
(16) 参考：中曽利雄（2005）「インタビュー 中曽利雄氏・ドイツ環境立法・政策リ
サーチャー 岐路に立つドイツ包装廃棄物政策（前編）包装廃棄物政令と DSDのシ
ステム、DSD社の抱える問題とは (特集 容器包装リサイクル法見直しの論点（前
編）特定事業者、自治体、再商品化事業者への影響、リサイクル手法などはどうな
るのか)」月刊廃棄物31（６）、6-13
勢一智子（2010）「ドイツ容器包装回収制度における生産者責任の展開―容器包
装廃棄物令第5次改正から」西南学院大学法学論集、42（３・４）、164-190
中曽利雄「どこよりも早いドイツにおける廃棄物政策」（月刊廃棄物連載、
2005～2011年）
ドイツ連邦環境省HP（強制デポジットに関するQ&A、容器包装廃棄物の回避
と回収に関する命令）
平成17年度リユースカップ等の実施利用に関する検討調査報告書（（財）地球・
人間環境フォーラム：環境省請負事業）http://www.gef.or.jp/activity/life/
reuse/report/H17ReuseAll.pdf
海外におけるデポジット制度の調査（（独）国立環境研究所委託事業）
http://www-cycle.nies.go.jp/deposit-refund/index.html
舊橋章氏「プラスチック開発海外情報」（工業材料連載、1997～2009年）
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廃棄物政令であるとされる。従来自治体の責務とされていた家庭からの廃
棄物の処理責任を、容器包装リサイクルに関して事業者側に転換した新し
い制度であった。1998年の改正では発生抑制→再利用、リサイクル→焼
却・埋立処分という容器包装廃棄物処理の優先順位が明確にされ、含有有
害物質の基準の規定も導入された。2003年にはリターナブルの割合を定
め、強制デポジット制度のための条件を整備する改正が行われるなど、ド
イツは欧州の中で特に積極的にさまざまな手法を用いた容器包装廃棄物の
3R政策を進めてきた。1990年代初頭の欧州環境政策は、容器包装廃棄物
分野に限らずドイツが先進的な制度をつくりあげ、EUが追従するという
ものであった。
ドイツで容器包装廃棄物政令が制定された背景には、深刻な埋立処分場
不足があった。緊急な対応を求められていたことから、EPRの概念を具
体化したいわゆるデュアルシステム（二重システム）を構築し、既存の自
治体の回収・処分ルートと別に、事業者に回収・リサイクルの義務を負わ
せ、新しい容器包装廃棄物の回収・リサイクルルートを導入したのであ
る。このシステムの大きな特徴は、①回収・リサイクルの責任を事業者に
負わせたこと（EPR概念の具体化）、②リサイクルの数値目標を設定した
こと、③二重システムに加入している容器についてはグリーンドットラベ
ルが貼付されるというグリーンドット方式（後述）を採用したことであっ
た。市民にとって参加しやすく、分かりやすいというのがドイツ方式の大
きな特徴であった。さらに、④リサイクル手法としては、メカニカルリサ
イクル、フィードストックリサイクル（あわせてマテリアルリサイクルとし
ている）、エネルギーリカバリーを認め、特にメカニカルリサイクルが他
国に比べて高水準という特徴がみられた。この背景には、早くからマテリ
アルリサイクルへの関心が高く技術があったこと、家庭での分別意識が高
いことなどがあった。
対象は、産業用を含む全ての容器包装（ガラスびん、紙類、ブリキ、アル
ミニウム、プラスチック、その他混成物）で、容器包装の製造業者や流通業
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者は、① DSD 社への回収の委託か、②事業者による回収（デポジット）
のいずれかのルートで消費者から無償回収し、再生することが義務づけら
れた。DSD（Duales System Deutschland；デュアルシステムドイチュランド）
社とは、容器包装に関連する業者が共同で1991年に設立した生産者責任代
行組織で、従来の自治体のごみ処理とは異なる容器包装の回収・再生シス
テムを管理運営する。ドイツのリサイクルシステムが「DSDシステム」
と呼ばれることが多いのはこのためである。容器包装の製造業者およびそ
れを利用する商品の製造・販売・輸入者は DSD社が保有するグリューネ
プンクト（グリーンドット、緑の点）という商標利用の権利を DSD社から
購入し、自社製品の容器包装にこのマークを表示する。マーク表示のある
容器包装は消費者によって分別され、DSD社によって回収、引取りの後
リサイクルされる。これらの運営費は企業が支払うマーク使用料によって
賄われる。こうして容器包装廃棄物の回収、リサイクルは企業によって負
担されるしくみとなっている。
DSDシステムに加え、ドイツでは廃棄物の発生抑制を目的とする強制
デポジット制度が2003年にビール、ミネラルウォーターおよび炭酸清涼飲
料を対象に導入されているが、ここでは紙数の都合でデポジットの議論は
割愛する。
(２) DSDシステムの頓挫と最近の動向
DSDシステムは、EPRを具体化しリサイクルを促進する画期的なシス
テムであり、1991年から GNPは増加しているのに対し容器包装廃棄物発
生量はほぼ同じであるという事実に示されるように、そのリサイクル率の
高さとリサイクルシステムの定着は評価されるものである。しかし近年、
関係者の間ではこれ以上の発生抑制もリサイクル率の向上も困難であると
の認識があり、また DSDシステムは DSD社の独占体制であり、コスト
が高い点がしばしば批判され、政策上の大きな課題となってきていた。そ
のため、1993年の DSD社の財政危機を契機に、「競争概念」の導入によ
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りコスト低減を図ることを狙った政令の改正が数回にわたって行われ、
2003年には DSDが完全に民営化された。2004年以降は他社が参入し、現
在は9社による競争が行われるしくみとなっている。
競争が取り入れられたことによる効果としては、企業が支払い料金を下
げるため工夫する余地が生まれたことから事業者の負担金が減ったこと、
自治体も多様なサービスを選択できるようになったことなどがある。しか
し、９社という処理業者の数は十分ではなく、結局大手に集中することに
なりサービスが低下する傾向にあるという弊害を指摘する声もある。ま
た、これまでの消費者の分別の容易性が阻害され（サービスの低下）、消費
者に対する普及啓発も行われなくなったという問題も生じている。消費者
への普及啓発活動は、以前は DSD社が担っていたが、DSD社も一民間
企業として他社と競争することになったため、競争相手も利することにな
るそうした活動は行わなくなったのである。同様の理由で他社も手を出さ
ないため、結局誰も行わないという状況となっている。ドイツで回収され
る容器包装廃棄物は日本などと比較して品質が悪く、回収後再度ソーティ
ングする必要があり、コストがかさむのが実態である。DSD社による普
及啓発がなくなったことにより、さらに状況の悪化が懸念されて
(17)
いる。
なお、DSD社は2004年に米国投資会社KKRに買収されており、ここ
では詳述しないが、近年、EU各国の廃棄物の回収、選別処理やリサイク
ル事業において、廃棄物マネジメント会社（WMC）による国際化、大規
模化が急速に進んで
(18)
いる。
ドイツでは現在、家庭からの回収対象を拡大する（素材別回収）にむけ
て法律の改正を検討中である。回収対象を拡大することは DfEをより拡
(17) 以下の各国の最近の状況は2011年度の欧州調査の際の環境省担当官へのヒアリ
ングによる。2011年度経済産業省「循環型社会システム・技術開発動向調査?国内
外の容器包装リサイクル制度の比較・分析に関する調査>研究会報告書」三菱
UFJ総合研究所、まとめは拙稿「容器包装リサイクル法改正に向けての最初の検
討―EU諸国との比較から」環境社会学研究17号（2012）を参照願う。
(18) 前掲脚注15 喜多川氏講演情報。
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大していくことにもつながるため、変更の大枠については合意がなされて
いるが、回収したものを全てメカニカルリサイクルするのかあるいはケミ
カルリサイクルも行うのか、また誰がその費用を負担するかについては議
論が生じている。すなわち、家庭廃棄物についての処理責任はやはり基本
的に自治体にあり、そのなかでどこまで事業者に費用負担させるか、
EPRとの関連で十分に検討が行われる必要がある。
3．3 フランス
(１) EEシステムの概要
フランスの容器包装リサイクルシステムは、ドイツと比較し低コストで
合理的と評価されている。他の低コストと評価されている国が事業系廃棄
物をリサイクルしているのに対して（例：英国）、フランスは家庭廃棄物
を対象としながらも売却益が出る飲料容器に絞ってメカニカルリサイクル
をしているため効率的システムとなっている点が大きな特徴である。
フランスでは1992年の包装廃棄物に関する政令により、容器包装の製造
業者、中身メーカー、容器包装を利用している商品輸入業者は、家庭から
排出される全ての容器包装のリサイクルに対して責任を負う。企業は、デ
ポジットシステムによる自主回収、Eco-Emballages（エコ・アンバラージ
ュ）社（EE社）によるリサイクルシステムに参加するという方法が選択
できるようになっている。EE社のシステム運営は、企業によって支払わ
れるポアンヴェール（グリーンドット）マーク使用料によって賄われる。
なお、フランスでは回収、リサイクルを行うのは、メカニカルリサイクル
が容易で有価で引き取りがなされるものに限定している。
ドイツと異なるのは、分別回収する責任は自治体にあり、自治体は①
EE社が認可した協会（プラスチックならValorplast）に委託するか、②自
らがリサイクル業者を選任して分別回収を行い、EE社のシステムを利用
する自治体に対しては EE社が財政的支援を行う形態になっていることで
ある。ただし全額を支援するのでなく一部負担（目標は80％で現在60％）
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という点が特徴である。100%支援せず自治体の自由裁量を残すことによ
り、自治体はその地域の特性に合った方法を選択し、より低コストにする
インセンティブが働くしくみとなっている。また、自治体が EE社とそれ
以外の業者を選択できることも業者間の競争を促し、効率化に結びついて
いる。こうしたシステムが機能するのは、例えば収集コスト比較が可能と
なる基本的なコスト情報を EE社が把握し、関係者間のコミュニケーショ
ンを通じて自治体の裁量を認めつつも適切なパートナーシップが構築され
ていることによる。
ただし、自治体中心のシステムは各都市によって取り組みがばらばらに
なるという欠点もある。後述するベルギーでは自治体の共通シナリオ（回
収方法に関する統一スペック）を作成しているが、フランスでも自治体の取
り組みの統一化（harmonize）が現在検討されている。
(２) 最近の動向
フランスでは、現在、プラスチックについては PETボトルとシャンプ
ー容器等のみをリサイクルの対象としている。これは、法制定当初はこの
2種類に限定するほうが環境に良いという調査結果がありそれに従ったた
めだが、プラスチックのリサイクル率が低いという課題を抱えていた。ま
た最近の調査ではその他のプラスチックの素材もリサイクするほうが環境
に良いという結果が出ており、2013年には容器以外のプラスチックのリサ
イクルを容器リサイクルシステムに組み込むという政策が決定される予定
となっている。今まで EE社にポアンヴェールマーク使用料を支払ってい
ても実際にはその容器包装廃棄物が（メカニカルリサイクルに適さず有価物
とならないため）リサイクルされていなかった企業は、イメージアップに
つながるとしてこの拡大を歓迎している。政府はメカニカルリサイクル以
外の方法（ケミカルリサイクル）も採用するかどうか検討中であるが、範
囲や手法の拡大は、リサイクル率とそのコストのバランスを見極めながら
慎重に進めていくとしている。
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また、フランスについては2009年８月に制定された環境グルネル法にも
注目しておきたい。グルネル法は個別規制法ではなく、統合的な理念を明
確にし、市民や事業者の関与を呼びかけるものとなっている。制定にあた
っては、市民とのコミュニケーションに基づき多数の利害関係者が合意し
ながら作っていくという方式がとられ、これはフランスでは昔からある伝
統的なアプローチである。容器包装廃棄物のリサイクル率の引き上げなど
については、事業者主導の協定方式が採用されており、これに対する事業
者の評価は高い。EPRとして事業者が積極的に役割を果たす仕組みを構
築しており、日本でも学ぶところは多い。ただし、法律自体はかなり理念
的、抽象的であることは否めず、例えば、今後５年間で各家庭廃棄物を７
％削減するとしているが、市民が実際どのように廃棄物の発生を抑制する
かといった具体的な方法についてはまだ議論の余地があり、これ以上の詳
細は定められないままとなる可能性もある。
3．4 ベル
(19)
ギー
ベルギーは、首都ブリュッセル、フランドル、ワロンの３つの地域で構
成された連邦国家で、人口は1000万人程である。人口密度が高く収集効率
が高い一方、３つの地域が独自の言語と排他的管轄権を有しているため施
策を統一しにくい特徴がある。家庭から排出される容器包装廃棄物のリサ
イクルシステムは連邦法と同一の効果を有する三地域間協定により実施さ
れている（1996年制定、2008年改正）。
事業者には、①協定にあるリサイクル目標達成義務、②政府への報告義
(19) Fost Plus Corporate Presentation EN―V2008
Confidential Report,ERM UK
?ドイツを中心とした EUにおける容器包装廃棄物、廃電気電子機器、廃車のリ
サイクルの現状に関する調査」報告書 平成17年３月 独立行政法人日本貿易振興機
構
http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/data/research/h16fy/160714-4-
1 jetro 0.pdf
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務、③容器包装廃棄物の予防（削減）計画策定義務（大企業のみ）の３つ
の義務がある。地域間協定の義務を履行するために事業者は、自ら回収・
リサイクルすることも、認可された団体に委託することも可能で、認可団
体として、家庭から排出される容器包装廃棄物については Fost Plus、産
業から排出される容器包装廃棄物はVal I Pacの組織がある。なお、3地
域で認可するのは複雑であることから認可および監督組織として IVCIE
がある。Fost Plusは、容器包装の製造・輸入事業者、容器利用事業者
（中身メーカー、輸入事業者）、小売業者等が出資している団体で、事業者か
ら委託を受け、家庭系の容器包装廃棄物の回収・リサイクルを行う。企業
はドイツ、フランスと同様にグリーンドットの使用料を Fost Plusに支払
うシステムとなっている。リサイクルはシステムが整った容器包装のみを
対象としているが、回収されない容器包装を扱う事業者も使用料を納める
ことで義務履行とみなされる。
回収・リサイクル率は高く、ドイツと比較し低コストで実現している。
収集に関しては Fost Plusが自治体（広域行政体）と契約し、自治体が回
収・分別を実施（自治体は自ら回収・分別を行うか、または民間の回収・分別
業者に委託）、Fost Plusはその費用を負担するしくみになっている。回収
されるのは、紙、段ボール、ガラス、PMD（packaging made of Plastic or
 
Metal and Drink cartons）で、PMDには PET（無色、青、緑）、HDPE
（ポリエチレン）、缶（アルミ、スチール）、その他（テトラパック）が含まれ
る。回収方法については、品目を明確に定義した共通のシナリオがある。
80％の自治体がこのシナリオにのっとっているが、20%は独自の方法によ
る。シナリオ策定は自治体との協定に基づき、自治体の事情に合わせ柔軟
性が与えられている。このシナリオ以外の方式で回収した場合、追加費用
は自治体の負担となる。
ベルギーは、EUの中で分別率が非常に高い。これは回収シナリオを10
年ほどかけて全国的にシンプルなシステムに共通化したことによるとされ
る。また、地方自治体による消費者向けの分別の普及啓発費用をテトラパ
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ックが出しており、分別カレンダー（What should be not?）等の作成を支
援するといった取り組みも効果を上げているようである。事業者が分別の
効率化のために積極的に消費者普及活動を担っている点は高く評価すべき
であろう。Fost Plusはリサイクル業者と契約し素材を売却するが、業者
は全て公募制なのでドイツの DSDのような独占の弊害は発生していな
い。より付加価値の高い素材を、高額で売却することも Fost Plusの役割
であり、この収益が Fost Plusの財源となっていることでインセンティブ
も働いている。
2009年に容器包装廃棄物の抑制と管理に関する国内３地域間の協力協定
が改定され、家庭系容器包装のリサイクル目標値が50％から80％（リサイ
クル80％とエネルギーリカバリーを合わせたリカバリー目標は90%）に引き上
げられた。産業界は反対したが、すでに93％を達成しており、無理な目標
値ではないようである（ただし７％のフリーライダーがあり実際の数字はも
う少し低い）。目標値については、今後どこまで高くなるのか企業も不安
視している。
3．5
(20)
英国
英国の容器包装リサイクルシステムは、対象事業者が生産者責任組織
（PRO）などを通じて容器包装リサイクルの義務を履行するという方式で
はなく、環境省が認可したリサイクラーが発行する証明書（Packaging
 
Recovery Note;PRN）を事業者が購入するという方式で実施されている。
認定リサイクラーは容器包装廃棄物のリサイクル量に応じて PRNを発行
でき、事業者はリサイクラーが発行する PRNを必要量購入することによ
り義務を履行したことになるというしくみである。
(20) 参考：拙稿（2008）「諸外国の容器包装をめぐる3R政策の動向（短期連載）
３．イギリスにおける EPR議論」月刊廃棄物、34（９）、p.38-43
“Effectiveness of packaging waste management systems in selected countries
 
t an EEA pilot study”EEA Report No 3/20051SSN 1725－9177
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1997年に制定された容器廃棄物法（Packaging Waste Regulations）で
は、容器素材、容器の加工・組立、製品充塡、商品販売等、容器に係る一
連の事業者すべて（all packaging chain）が、容器包装のリサイクル義務
を負うとした。義務が課される対象事業者は、それぞれの義務率に応じて
義務量が設定されている。事業者がリサイクル義務を履行するには、事業
者が個別で対応する場合と協同リサイクル遂行システム（Compliance
 
Scheme）に加入して対応する２通りの方法がある。協同リサイクル遂行
システム（Compliance Scheme）は複数存在するが、代表的なものに
Valpakがある。
事業者が個別に義務を履行する場合は、容器包装廃棄物を自ら回収し認
定リサイクラーに再生・リサイクルを委託し、その委託費を直接支払う
か、あるいは認定リサイクラーが発行する PRNを購入する。共同リサイ
クル遂行システムを利用する場合は、事業者はValpakのような組織に加
入し、加入費や運営費等を支払う。協同リサイクル遂行システムは認定リ
サイクラーから加入している事業者すべての義務量をカバーする必要量の
PRNを事業者に代わって購入する。
PRNは市場取引が可能なものとなっており、認定リサイクラーは余っ
た PRNを市場で売却したり、PRN自体を転売することもできる。した
がって、理論的には、英国で設定されるリサイクル目標値が高くなれば、
より多くの PRNが必要となり、認定リサイクラーが発行する PRNは不
足し、その結果 PRNの価格が上昇する。価格が上がればリサイクラーは
より多くの利益を得て、それをリサイクルのための投資に回すことができ
るということになり、市場経済を活用することでリサイクルを促進を図ろ
うとしているのが英国のシステムの特徴である。これはドイツなどのグリ
ーンドット方式と比較して、リサイクル目標をより低いコストで達成でき
るメリットがある。しかし、一方ではリサイクルに関しては全て認定リサ
イクラーに委ねられており、本当にリサイクルの質が確保されているのか
といった課題もある。また、筆者のヒアリング調査
(21)
では、市民のリサイク
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ルへの関心が関高まっているが、それによってどこまでリサイクル率の目
標値が高くなるのか懸念する声があった。EU域内での調和という点から
も、リサイクルコストの面からも、どこまで目標値を高くすることが妥当
なのかは、各国に共通する関心事となっている。
４ 今後の EPR適用のあり方について
容器包装廃棄物に関しては、これ以上リサイクルを進めていくのには限
界があると EUの関係者は認識している。しかし、廃棄物発生抑制を強化
しようとしても行政的手法の活用では大きな成果は期待できず、EUとし
ては、今後リサイクルの目標値をあげていくよりも、むしろ「容器特性」
の基準を強化していく方向にある。このことは容器包装廃棄物の分野にお
いても製品政策の考え方が導入されていることを示す一例だが、製品政策
が進んでいけば、事業者は温暖化への影響も含め自社製品のメリットデメ
リットに向き合わなければならなくなる。製品情報の重要性が増し、その
情報をサプライチェーンを通じてどのように流通させるかが大きな課題と
なってくるが、政策的にも、それを EPRの視点からどのように位置づけ
るかの議論が急がれるべきであろう。
さらに EUでは、廃棄物の発生抑制は、消費者へ情報提供し購買行動を
変容させることによって進めるという方針にある。この背景には、EUの
報
(22)
告書に以下のような指摘がなされているように、EPRを適用したこれ
までの政策では効果が上がらないという共通認識がある。
・ EPRは、廃棄物管理コストを製品価格に内在化させることで、容器
(21) 2009年11月、英国Valpak,Steve Gough(Chief Executive),Adrian Hawkes
(Director of Policy）
(22) “Report from the Commission to the Council and the European Parliament
 
on the Implementation of Directive 94/62/EC on Packaging and Packaging
 
Waste and Its Impact on the Environment,as Well as on the Functioning of the
 
Internal Market”［SEC (2006)1579］
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包装廃棄物を抑制しようとするインセンティブを生じさせようとする
ものだが、実際にこうしたインセンティブが容器包装廃棄物の抑制に
結びついたかどうかの評価は困難である。
・ EPRは容器包装最小化へのインセンティブをある程度強めるものだ
が、消費の増加を抑制するに十分ではない。
日本の政策においても、EUの SCPに示されるような消費者への情報
提供のあり方、EPRのひとつの形態として、消費者が発生抑制につなが
る購買を選択できるようにするための情報を事業者が提供するということ
が、もっと議論されるべきであると考える。日本の特性を踏まえた「情
報」とはどのようなものか、その「情報」を誰がどのように提供していく
べきか、役割分担や責任のあり方も含め、より大きな環境政策の枠組みの
中で論じられなければならないだろう。
この点について、以下にもう少し詳細に記載していく。容器包装廃棄物
は、問題意識でも述べたように、廃家電や廃自動車と比較すると、商品寿
命も少なく、また、環境負荷という側面でも、他の２つに比べるとそれほ
ど大きいとはいえない。容器包装廃棄物の3R政策を推し進めていくべき
一番の理由を、筆者は、容器という素材が消費者に密着し、その3Rを促
進することが、消費者のライフスタイルを変革するという意義がある点だ
と考えている。容器包装廃棄物の発生抑制については、すでに PETボト
ル、ガラスびん等、各容器製作の技術者の技術革新によって、ここ数年、
飛躍的に軽量化が図られている。今後、発生抑制につながるとすると、消
費者の購買意識を変化させる、いわゆる過剰包装をどのように削減してい
くか、さらにリサイクルをより高品質で効率がよいものとするために、消
費者の分別排出協力をどのように促進していくかにあると考える。そのた
めには事業者がそれぞれの容器の特性に応じ、そのために必要な環境負荷
等について情報提供しながら、消費者に賢い選択をしてもらうようにする
ことが何より必要になってくるだろう。ここ数年、筆者は欧州各国のソー
ティングセンターを視察してきたが日本ほど綺麗に分別されている国はな
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い。各国の行政担当官からも、NGOからも「どうして日本の消費者は強
制もされないのにあれほど分別排出を徹底できるのか」という驚嘆の声が
よく聞かれる。分別された物の品質の良さは、日本は世界一であり、これ
がより高度なリサイクルへとつながっていくものである。しかし、一方で
この日本人の几帳面さ、きれい好き、生真面目さが商品購入の際のリサイ
クル製品購入のネックになったり、過剰包装にもつながっているのは事実
である。これを、克服するためには、容器包装の機能、製品を守るために
必要な機能はどこまで、その容器包装の特性について消費者が知ることに
より、本当に自分たちに必要な容器包装は何か、という選択をすることが
必要になってくるだろう。
OECDのガイダンスマニュアルの基本原則⑦～?で、製品のサプライ
チェーン全体にわたるコミュニケーションが重要であるといわれていたの
は、まさにこの点であると思う。フランスの容器包装廃棄物政策において
は、EE社が積極的に自治体が行う市民の普及啓発をサポートしている。
一方、ドイツでは EPRの物理的責任をより効率化するために、競争制度
を導入し、その結果として事業者は市民への情報提供、普及啓発活動を負
担しないこととなっている。この二つの差が今後、リサイクルの品質にど
のように影響するかは注視していく必要があるだろう。
サプライチェーンにおける情報提供の重要さは、近年の環境政策ではつ
とに言われていることではあるが、製品について熟知している事業者がそ
の製品の発生抑制、効率的なリサイクルについての情報提供の役割を担う
べきであると筆者は考えている。今後のわが国の容器包装廃棄物政策にお
いて、製品のデザイン変更は事業者に負うとしても、今大きな課題となっ
ているのは、消費者のライフスタイルを変化させ、過剰包装を減少させて
いくことであろう。そのためには、事業者としては流通業者、消費者が協
力していかなければならないが、そこにおける情報の提供のあり方が
EPRとして議論されていく必要がある。すなわち、EPRを越えて容器包
装のライフスタイル全体を通じて、情報提供のあり方を事業者がどのよう
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な形で担うべきなのかについての議論がさらに行われる必要があろう。
長きにわたる島田征夫先生の早稲田大学におけるご奉職に敬意を表し、
また、学部時代からご指導を賜り、このような機会まで与えていただいた
ことを深く感謝しつつ、今後のますますのご健勝を祈念いたします。
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